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国保連合会に対するデータ提供における留意事項

介護サービス事業所から都道府県へ提出が求められている「介護給付費算定に係る体

制等状況一覧表」については、今回の報酬見直しに伴い、報酬の算定要件の変更、新た

な加算等の追加等に伴う変更が行われる予定である。

また、都道府県において介護サービス事業所からの届出事項に基づき作成される事業

所台帳は、国保連合会における請求の審査にも使用するものであり、都道府県における

事業所台帳の不備や整備の遅れは、請求の査定・返戻・審査スケジュールの遅延等につ

ながるものである。

このため、都道府県においては、次の事項を参照のうえ、介護サービス事業所の適切

な届出を指導し、事業所台帳の整備にあたるよう留意されたい。

○都道府県における留意事項

①介護サービス事業者への適切な指導

・届出項目の追加・変更に関する留意点

新たに追加された届出項目等において、報酬の算定上必要となる届出を行うこと。

また、場合によっては、既存の届出項目でも、届出が必要なものもあるので、留意

すること （別紙１「既存の介護サービス事業所の届出留意事項」参照のこと ）。 。

なお、

①地域区分項目に係る地域区分の見直し（全サービス共通）

②居宅介護支援事業者に係る地域区分の導入

に伴う事業所台帳の更新については、現に台帳上、各事業所の住所地に係る地域区分

が登録されていれば、改めて届出によらずとも、都道府県において更新可能であり、

特段の事情がない限り、①又は②に伴う地域区分項目に係る介護サービス事業者から

の届出は不要であるが、この異動情報は、国保連合会における審査にも使用するもの

であることから、国保連合会等へ必ず提供するよう留意されたい。

・提出の期限

、 、４月の報酬算定に必要となる提出期限は 訪問通所サービスについては３月１５日

その他のサービスについては４月１日であることに留意すること。
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・人員の欠如に関する届出

介護保険施設については、サービス計画作成担当者の要件に関する経過措置期間が

終了し、平成１５年４月以降は、介護支援専門員によることが必要となる点に留意す

ること。

②事業所台帳への変更項目の確実な反映

事業所台帳の項目の変更に伴う旧事業所台帳からの移行においては、追加される台

帳項目の設定や、旧届出内容からの読み替えを行い、また様式変更後の介護サービス

事業所の体制等に関する届出内容を確実に事業所台帳に反映するよう留意すること。

③国保連合会への的確な情報提供

事業所台帳の異動情報については、国保連合会における審査にも使用するものであ

ることから、的確かつ遅滞なく国保連合会へ提供すること。

特に、４月サービスに係る事業所台帳の異動情報の提供については、新たな項目体

系に基づいて、国保連合会への提供を的確に行うこと （別紙２「国保連合会における。

事業所台帳の取り扱い」参照のこと ）。

なお、サービス事業者からの体制等状況一覧表の届出項目に係る取り扱いについて

は、１月２４日事務連絡における「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」の注意

事項を参照されたい。

④ＷＡＭネットへ情報提供

ＷＡＭネットへの介護保険指定事業者情報の提供についても適切に行うこと。














